
令和３年度特定最低賃金合同専門部会(鉄鋼・輸送)（議事要旨） 

 

 

１ 日 時  令和３年９月27日（月） 10時28分～11時35分 

 

２ 場 所  山口地方合同庁舎２号館２階会議室 

 

３ 出席者  公益代表委員   ５名 

       労働者代表委員  ６名 

       使用者代表委員  ６名 

 

４ 議 題  

（１）各部会長、部会長代理及び議長の選任について 

（２）特定最低賃金について 

（３）金額審議について 

（４）その他 

 

５ 議事要旨 

（１）鉄鋼専門部会（注１）の部会長に濱島委員、部会長代理に田中委員、輸送専

門部会（注２）の部会長に通山委員、部会長代理に田中委員、議長に濱島委員

が選出された。 

（２）事務局から、特定最低賃金制度の概要の説明を行った。 

（３）鉄鋼の労使から以下のような主張がされた。 

  ①労働者側から 

 ・2020年度の国内総生産量は、前年度比15.9％減の8279万トンと4年連続で

前年度実績を下回るとともに、1971年度以来半世紀ぶりに9,000万トンを

下回っている。 
・本年7月に発表された経済産業省の鋼材事業の見通しによると、2021年度

の第２四半期の鋼材使用量は2175万トン、新型コロナウイルス感染症の

影響で低水準だった前年同期1859万トンと比較すると17.0％増加してい

る。製造業を中心に需要が回復し、増加する見通しとなっている。 
・鉄鋼業は基幹産業であり、国の経済発展の基礎となる重要な産業であり、

持続的な成長が必要である。優秀な人材を確保して、技術技能を伝承し、

産業力を高めるためにも、適切な産業別最低賃金が必要である。また、鉄



鋼産業としての魅力を高めることによって、若者の人口流出防止を図り、

山口県下の活性化に努めたい。 
・昨年は967円に引き上げられ、その結果、岡山県との格差は解消されたが、

広島県、福岡県との格差は解消できていない。引き続き格差改善に努めて

いく必要がある。 
②使用者側から 

・本年9月に日本鉄鋼連盟が発表した鉄鋼需給によると、国内鉄鋼市場は、

一部に不安は見られるものの、総じて徐々に改善の動きがみられる。 
  ・需要産業をみると、建築部門では９月の新設住宅着工数が前年比で５か月

連続の増加。製造業の機械産業部門では７月の生産用機械や業務用機械

の生産が輸出向けを中心に、昨年同月比で６か月連続増加した。 
・自動車産業では、半導体や部品の供給不足により、一部で生産が停止する

など低調であった。 
 ・７月の国内の鉄鋼関連市場をみると、粗鋼生産が前年同月比32.5％増の801

万トン、普通鋼鋼材生産が25.8％増の544万トン、普通鋼材国内生産向け

が10％増の343万トンと、いずれも３か月連続の前年比増加で推移してい

る。 
・当面の鉄鋼事業の課題としては、コロナウイルス感染の再拡大に伴う緊急

事態宣言や再発令による個人消費の抑制、資材、原材料価格の高騰、半導

体を中心とした供給不足による自動車部門への影響の深刻化、中長期の課

題として、研究開発や設備投資のコストアップなどが懸念されている。 
  ・優秀な人材の確保、若者の県外流出を避けるためにも、一定の賃金の保証

は必要である。影響の大きい中小企業の実情を見極めながら、労使で議論

を行い、山口県の鉄鋼産業として適切な金額の設定を目指したい。 
（４）輸送の労使から以下のような主張がされた。 

  ①労働者側から 

  ・自動車の販売市場は、昨年を上回る状況にあるが、変異型ウイルスの拡大

や世界的な半導体不足を受け、先行き不透明な状況にある。 
・回復傾向にあった国内生産は、減産を余儀なくされているが、在庫の有効

活用によりその影響を最小限にとどめ、北米・オーストラリアなど大規模

市場を中心にすべての市場において、前年を上回る計画とし、営業利益は

前年比増を見込んでいる。 
・造船は、2020年の日本新造船、世界貿易不振などにより、受注量が370万
相当の厳しい受注量となっている。受注環境は依然厳しいことが予測され



ている。 
・２年分が適正水準とされる手持ち工事量も１年分程度となっており、競争

力強化に向け、業務提携や分社化、さらには、新造船からの撤退など、取

り巻く環境は厳しいものとなっている。 
・2019年頃に大量建造された船舶の代替えや環境対応に向けの受注の高ま

りなど、中長期的には造船市場は拡大が見込まれるとともに、本年5月に

閣議決定された海事産業強化法により、国からの支援が可能となり、成長

を後押しする状況となっている。 
・鉄道は、国内については、2025年まで車両市場は年率1.9％で成長すると予

測され、新幹線や関西地区の既設路線の延伸も計画されている。 
・自転車は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う、世界的なサイクリン

グブームにより、今年に入っても衰えをみせず、各市場における水準は引

き続き高い。 
・欧州市場、北米市場を始めとする海外市場では、全般的に自転車の店頭販

売の好調を維持している。日本市場においても、レクリエーションや通勤

通学を目的としたクロスバイク、電動アシストの店頭販売が順調に推移し、

営業利益は昨年を大幅に上回る結果となっている。 
・近県との格差や、仕事の内容、生み出す付加価値の高さ、人材の確保を目

指した引き上げが必要である。 
②使用者側から 

・造船業は、長引く新型コロナウイルスの影響により、昨年は工事量が確保

できず、業界存続の危機にさらされていたが、今年に入り、新造船の仕事

量が確保でき、ようやく危機を脱した雰囲気を感じている。 
 ・海運支局が、これまで抑制していた新造船の発注を活発化させていること

と、加えて、遅ればせながら進めてきた業界再編の動きが実を結んでいる。 
  ・今後は、人不足、鋼材の高騰、中国の攻勢がいつになるか、先々楽観視で

きる状態ではない。また、最近のニュースでは、韓国が造船所で働く人員

を確保するなど政府の協力が手厚く、将来に向けて、脅威に感じる。 
  ・これから、厳しくなる排ガス対応の新造船の受注が増していくことが予想

され、コスト低減や労働力人口の減少が見込まれる中、人材の確保は重要

な問題であり、慎重な審議をしたい。 
・自動車は、半導体の確保が困難で、減産を余儀なくされている。協力会社

においても、一時的な休業の影響を受けている状況である。 
  ・減収減益の構造は、昨年と同様の状況にある。 



・前年と比較して増産計画であり、部品調達が順調に行けば、リカバリーは

可能であるが、そのためには設備投資と雇用の確保が重要になってくる。 
・日本銀行下関支店が公表している企業短期経済観測調査結果をみると、輸

送業界は非常に厳しい。楽観できる状況にないことから、慎重な審議をお

願いしたい。 
（５）事務局から、今後の審議日程について説明を行った。 

 

注１）鉄鋼専門部会の正式名称は「山口地方最低賃金審議会 山口県鉄鋼業、

非鉄金属製錬・精製業、非鉄金属・同合金圧延業、非鉄金属素形材製造業

最低賃金専門部会」である。 

注２）輸送専門部会の正式名称は「山口地方最低賃金審議会 山口県輸送用機

械器具製造業最低賃金専門部会」である。 
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